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関係法令等 

 

 

○社会保険医療協議会法（抜粋） 

（設置） 

第１条 厚生労働省に、中央社会保険医療協議会（以下「中央協議会」という。）を置く。 

２ 地方厚生局（地方厚生支局を含む。）に、地方社会保険医療協議会（以下「地方協議会」と

いう。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 中央協議会は、次に掲げる事項について、厚生労働大臣の諮問に応じて審議し、及び 

文書をもって答申するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもって建議することができる。 

 一 略 

 二 略 

 三 略 

２ 地方協議会は、保険医療機関及び保険薬局の指定及び指定の取消し並びに保険医及び保険 

薬剤師の登録の取消しについて、厚生労働大臣の諮問に応じて審議し、及び文書をもって答 

申するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもって建議することができる。 

 

（組織） 

 第３条 中央協議会又は地方協議会は、それぞれ、次に掲げる委員２０人をもって組織する。 

  一 健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者並びに被保険者、事業主及び船舶所有者

を代表する委員 七人 

  二 医師、歯科医師及び薬剤師を代表する委員 七人 

  三 公益を代表する委員 六人 

 ２ 厚生労働大臣は、地方協議会において特別の事項を審議するため必要があると認めるとき 

は、前項各号の規定による委員の構成について適正を確保するように配慮しつつ、臨時委員 

を置くことができる。 

 ３ 厚生労働大臣は、それぞれ中央協議会又は地方協議会において専門の事項を審議するため

必要があると認めるときは、その都度、各十人以内の専門委員を置くことができる。 

 ４～１０ 略 

 

第４条 委員の任期は、２年とし、１年ごとに、その半数を任命する。 

２ 委員に欠員を生じたとき新たに任命された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する審議が終了したときは、解任されるものとする。 
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第５条 中央協議会及び地方協議会に、それぞれ、公益を代表する委員のうちから委員の選挙 

した会長１人を置く。 

２ 会長は、会務を総理し、それぞれ、中央協議会又は地方協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、第１項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を代行する。 

 

(会議) 

第６条 中央協議会及び地方協議会は、正当な理由がある場合を除いては、６月に１回以上開 

かなければならない。 

 
 
○社会保険医療協議会令（抜粋） 

（部会） 

第１条 中央社会保険医療協議会（以下「中央協議会」という。）及び地方社会保険医療協議 

会（以下「地方協議会」という。）は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 中央協議会の部会に属すべき委員及び専門委員は、中央協議会の承認を経て、会長が指名 

する。  

３ 地方協議会の部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、地方協議会の承認を経て、 

会長が指名する。  

４ 第２項の委員のうち、社会保険医療協議会法（以下この項及び次条第１項において「法」 

という。）第３条第１項第１号に掲げるもの（次項及び次条第２項において「支払側委員」 

という。）及び法第３条第１項第２号に掲げるもの（次項及び次条第２項において「診療側 

委員」という。）は、各同数とする。  

５ 第３項の委員及び臨時委員については、支払側委員の数と支払側臨時委員（臨時委員のう 

ち健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者並びに被保険者、事業主及び船舶所有者を 

代表するものをいう。次条第２項において同じ。）の数の合計数及び診療側委員の数と診療 

側臨時委員（臨時委員のうち医師、歯科医師及び薬剤師を代表するものをいう。同条第２項 

において同じ。）の数の合計数は、同数とする。 

６ 中央協議会の部会に部会長を置き、当該部会に属する公益を代表する委員（次項、第９項 

及び次条第２項において「公益委員」という。）のうちから、当該部会に属する委員が選挙 

する。 

７ 地方協議会の部会に部会長を置き、当該部会に属する公益委員及び公益臨時委員（臨時委 

員のうち公益を代表するものをいう。第９項及び次条第２項において同じ。）のうちから、 

当該部会に属する委員及び臨時委員が選挙する。  

８ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。  

９ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する公益委員又は公益臨時委員のうちから部会 

長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

１０ 地方協議会は、その定めるところにより、部会（その部会長が委員であるものに限る。） 

の議決をもって地方協議会の議決とすることができる。 
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（議事） 

第２条  中央協議会は、委員の半数以上で、かつ、法第３条第１項各号に掲げる委員の各３分 

の１以上が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。 

２ 地方協議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の半数以上で、かつ、支払側関係委員 

（支払側委員及び議事に関係のある支払側臨時委員をいう。）、診療側関係委員（診療側委 

員及び議事に関係のある診療側臨時委員をいう。）及び公益関係委員（公益委員及び議事に 

関係のある公益臨時委員をいう。）の各３分の１以上が出席しなければ、会議を開き、議決 

することができない。  

３ 中央協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると 

ころによる。  

４ 地方協議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したもの 

の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。  

５ 第１項及び第３項の規定は、中央協議会の部会の議事に準用する。  

６ 第２項及び第４項の規定は、地方協議会の部会の議事に準用する。  

 

（資料の提出等の協力） 

第３条 中央協議会又は地方協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるとき 

は、関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めるこ 

とができる。  

 

 

○東北地方社会保険医療協議会議事規則 

（協議会の招集） 

第１条 会長は、社会保険医療協議会法（昭和２５年法律第４７号。以下「法」という。） 

第２条第２項に規定する事項について、同法第７条第２項に定める場合のほか、東北厚生局長

の求めがあったとき又は会長が必要と認めたときは、その日から２週間以内に、東北地方社会

保険医療協議会（以下「協議会」という。）を招集するものとする。 

２ 会長は、協議会を招集しようとするときは、あらかじめ期日、場所及び議案を委員及び議

事に関係のある臨時委員に通知しなければならない。 

 

 （議事の公開） 

第２条 協議会の議事は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な審

議に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、

会議を非公開とすることができる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置をとるこ

とができる。 

 

 （代理者による意見の開陳） 
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第３条 法第３条第１項第１号の委員（以下「支払側委員」という。）及び健康保険、船員保険

及び国民健康保険の保険者並びに被保険者、事業主及び船舶所有者を代表する臨時委員（以下

「支払側臨時委員」という。）並びに同項第２号の委員（以下「診療側委員」という。）及び医

師、歯科医師及び薬剤師を代表する臨時委員（以下「診療側臨時委員」という。）がやむを得な

い理由により出席できない場合は、会長の承認を得て、代理者に意見を述べさせることができ

る。 

 

 （発言） 

第４条 委員及び臨時委員が発言しようとするときは、会長の承認を得なければならない。 

２ 関係行政庁の職員は、会長の承認があった場合は、会議に出席して発言することができる。 

 

 （裁決）  

第５条 会長が裁決しようとするときは、その議題及び裁決する旨を宣しなければならない。 

２ 裁決の結果は、会長が宣しなければならない。 

３ 議決事項について少数意見があり、かつ、４人以上の委員及び臨時委員の要求があるとき

は、少数意見を答申又は建議に付記するものとする。 

４ 委員及び臨時委員は、やむを得ない理由により、議決前に退席しようとする場合において、

当該議題について賛否を明らかにした書面を会長に提出し、会長が会議に諮ってこれを受理し

たときは、当該議題の議決に加わることができる。 

 

（採決の特例） 

第６条 会長は、やむを得ない事情により協議会を開催することが困難であり、かつ、緊急に

協議会に諮る必要があると認めるときは、持ち回りその他の適切な方法により、採決を求める

ことができる。 

２ 会長は、前項の規定による採決を行った場合、その結果を各委員に通知するものとする。 

 

（議事要旨等） 

第７条 協議会における議事は、次の事項を含め、議事要旨に記載するものとする。 

 一 会議の日時及び場所 

 二 出席した委員、臨時委員及び専門委員の氏名 

 三 議事となった事項 

２ 議事要旨は公開とするものとする。 

３ 会長は、事務局職員をして議事録を作成させ、議事録には、会長及び会長の指名する委員

２名が署名するものとする。 

 

（部会） 

第８条 協議会は、社会保険医療協議会令（平成１８年政令第３７３号）第１条第１項の規定 

に基づき、保険医療機関又は保険薬局の指定（次の各号に掲げる事項を除く。）について審議す 
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るために必要があるときは、その議決により、都道府県ごとに部会を置くことができる。 

一 保険医療機関又は保険薬局の指定の取消しを受けた病院若しくは診療所又は薬局が当該 

取消し後に受けようとする指定 

 二 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６５条第３項の各号に掲げる場合の指定の拒 

否 

三 健康保険法第６５条第４項の規定に基づく申請に係る病床の全部又は一部を除いて行わ 

れる指定 

 四 健康保険法第６６条第１項の規定に基づく申請により行われる指定の変更 

 

第９条 部会は、次に掲げる委員及び臨時委員８人をもって組織する。 

 一 支払側委員及び支払側臨時委員 ３人 

 二 診療側委員及び診療側臨時委員 ３人 

 三 公益を代表する委員及び臨時委員 ２人 

２ 部会に属する委員のうち、支払側委員及び診療側委員は各同数とする。 

３ 部会に属する臨時委員のうち、支払側臨時委員及び診療側臨時委員は各同数とする。 

 

第１０条 協議会は、部会（その部会長が委員である場合）の議決をもって協議会の議決とす 

る。ただし、審議事項について反対意見があった場合は、この限りではない。 

２ 協議会は、部会（その部会長が臨時委員である場合）の議決に関し、会長の決するところ 

により協議会の議決とする。ただし、審議事項について反対意見があった場合は、この限りで 

はない。 

 

第１１条 第１条から第７条（第７条第３項を除く）までの規定は、部会について準用する。 

 

 

○健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

第６３条（療養の給付） 

  被保険者の疾病又は負傷に関しては、次に掲げる療養の給付を行う。 

 一 診察 

 二 薬剤又は治療材料の支給 

 三 処置、手術その他の治療 

 四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

 五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

２ 略 

３ 第１項の給付を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる病

院若しくは診療所又は薬局のうち、自己の選定するものから受けるものとする。 

 一 厚生労働大臣の指定を受けた病院若しくは診療所（第６５条の規定により病床の全部又

は一部を除いて指定を受けたときは、その除外された病床を除く。以下「保険医療機関」
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という。）又は薬局（以下「保険薬局」という。） 

 二 特定の保険者が管掌する被保険者に対して診療又は調剤を行う病院若しくは診療所又は

薬局であって、当該保険者が指定したもの 

 三 健康保険組合である保険者が開設する病院若しくは診療所又は薬局 

 

第６４条（保険医又は保険薬剤師） 

  保健医療機関において健康保険の診療に従事する医師若しくは歯科医師又は保険薬局にお 

いて健康保険の調剤に従事する薬剤師は、厚生労働大臣の登録を受けた医師若しくは歯科医 

師（以下「保険医」と総称する。）又は薬剤師（以下「保険薬剤師」という。）でなければな 

らない。 

 

第６５条（保険医療機関又は保険薬局の指定） 

  第６３条第３項第１号の指定は、政令で定めるところにより、病院若しくは診療所又は薬

局の開設者の申請により行う。  

２  前項の場合において、その申請が病院又は病床を有する診療所に係るものであるときは、

当該申請は、医療法第７条第２項に規定する病床の種別（第４項第２号及び次条第１項にお

いて単に「病床の種別」という。）ごとにその数を定めて行うものとする。  

３  厚生労働大臣は、第１項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当すると

きは、第６３条第３項第１号の指定をしないことができる。  

一  当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、この法律の規定により保険医療機関又

は保険薬局に係る第６３条第３項第１号の指定を取り消され、その取消しの日から５年を

経過しないものであるとき。  

二～五 略  

六  前各号のほか、当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、保険医療機関又は保険

薬局として著しく不適当と認められるものであるとき。 

 ４ 略 

 

第７０条（保険医療機関又は保険薬局の責務） 

  保険医療機関又は保険薬局は、当該保険医療機関において診療に従事する保険医又は当該

保険薬局において調剤に従事する保険薬剤師に、第７２条第１項の厚生労働省令で定めると

ころにより、診療又は調剤に当たらせるほか、厚生労働省令で定めるところにより、療養の

給付を担当しなければならない。 

２ 略 

 

第７１条（保険医又は保険薬剤師の登録） 

  第６４条の登録は、医師若しくは歯科医師又は薬剤師の申請により行う。 

２ 厚生労働大臣は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するとき

は、第６４条の登録をしないことができる。 
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一 申請者が、この法律の規定により保険医又は保険薬剤師に係る第６４条の登録を取り消

され、その取消しの日から５年を経過しない者であるとき。 

二～三 略 

四 前３号のほか、申請者が、保険医又は保険薬剤師として著しく不適当と認められる者で

あるとき。 

３ 略 

 

第７２条（保険医又は保険薬剤師の責務）  

保険医療機関において診療に従事する保険医又は保険薬局において調剤に従事する保険薬

剤師は、厚生労働省令で定めるところにより、健康保険の診療又は調剤に当たらなければな

らない。  

２ 略  

 

第７８条（保険医療機関又は保険薬局の報告等）  

厚生労働大臣は、療養の給付に関して必要があると認めるときは、保険医療機関若しくは

保険薬局若しくは保険医療機関若しくは保険薬局の開設者若しくは管理者、保険医、保険薬

剤師その他の従業者であった者（以下この項において「開設者であった者等」という。）に

対し報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、保険医療機関若しく

は保険薬局の開設者若しくは管理者、保険医、保険薬剤師その他の従業者（開設者であった

者等を含む。）に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは保険

医療機関若しくは保険薬局について設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させ

ることができる。  

２ 略  

 

第７９条（保険医療機関等の指定の辞退又は保険医等の登録の抹消） 

  保険医療機関又は保険薬局は、一月以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することが

できる。 

２ 保険医又は保険薬剤師は、一月以上の予告期間を設けて、その登録の抹消を求めることが

できる。 

 

第８０条（保険医療機関又は保険薬局の指定の取消し）  

厚生労働大臣は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該保険医療機関又は

保険薬局に係る第６３条第３項第１号の指定を取り消すことができる。  

一 保険医療機関において診療に従事する保険医又は保険薬局において調剤に従事する保

険薬剤師が、第７２条第１項（第８５条第９項、第８５条の２第５項、第８６条第４項、

第１１０条第７項及び第１４９条において準用する場合を含む。）の規定に違反したとき

（当該違反を防止するため、当該保険医療機関又は保険薬局が相当の注意及び監督を尽く

したときを除く。）。  
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二 前号のほか、保険医療機関又は保険薬局が、第７０条第１項（第８５条第９項、第８５

条の２第５項、第８６条第４項、第１１０条第７項及び第１４９条において準用する場合

を含む。）の規定に違反したとき。  

三 療養の給付に関する費用の請求又は第８５条第５項（第８５条の２第５項及び第８６条

第４項において準用する場合を含む。）若しくは第１１０条第４項（これらの規定を第  

１４９条において準用する場合を含む。）の規定による支払に関する請求について不正が

あったとき。  

四 保険医療機関又は保険薬局が、第７８条第１項（第８５条第９項、第８５条の２第５項、

第８６条第４項、第１１０条第７項及び第１４９条において準用する場合を含む。次号に

おいて同じ。）の規定により報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を

命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。  

五 保険医療機関又は保険薬局の開設者又は従業者が、第７８条第１項の規定により出頭を

求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁

をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき（当該保険医療機

関又は保険薬局の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該

保険医療機関又は保険薬局が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。）。  

六 この法律以外の医療保険各法による療養の給付若しくは被保険者若しくは被扶養者の

療養又は高齢者の医療の確保に関する法律による療養の給付、入院時食事療養費に係る療

養、入院時生活療養費に係る療養若しくは保険外併用療養費に係る療養に関し、前各号の

いずれかに相当する事由があったとき。  

七 保険医療機関又は保険薬局の開設者又は管理者が、この法律その他国民の保健医療に関

する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなるまでの者に該当するに至ったとき。  

八 保険医療機関又は保険薬局の開設者又は管理者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者に該当するに至ったとき。  

九 前各号に掲げる場合のほか、保険医療機関又は保険薬局の開設者が、この法律その他国

民の保健医療に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは

処分に違反したとき。  

 

第８１条（保険医又は保険薬剤師の登録の取消し） 

 厚生労働大臣は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該保険医又は保険薬

剤師に係る第６４条の登録を取り消すことができる。 

一 保険医又は保険薬剤師が、第７２条第１項(第８５条第９項、第８５条の２第５項、第 

８６条第４項、第１１０条第７項及び第１４９条において準用する場合を含む。)の規定に

違反したとき。 

二 保険医又は保険薬剤師が、第７８条第１項(第８５条第９項、第８５条の２第５項、第 

８６条第４項、第１１０条第７項及び第１４９条において準用する場合を含む。以下この

号において同じ。)の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、第７８条第１項の規定に
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よる質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。 

三 この法律以外の医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律による診療又は調剤

に関し、前２号のいずれかに相当する事由があったとき。 

四 保険医又は保険薬剤師が、この法律その他国民の保健医療に関する法律で政令で定める

ものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者に該当するに至ったとき。 

五 保険医又は保険薬剤師が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者に該当するに至ったとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、保険医又は保険薬剤師が、この法律その他国民の保健医療

に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反した

とき。 

 

 

第８２条（社会保険医療協議会への諮問）  

略 

２ 厚生労働大臣は 、保険医療機関若しくは保険薬局に係る第６３条第３項第１号の指定を行

おうとするとき、若しくはその指定を取り消そうとするとき、又は保険医若しくは保険薬剤

師に係る第６４条の登録を取り消そうとするときは、政令で定めるところにより、地方社会

保険医療協議会に諮問するものとする。 

 

 

○保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和３２年厚生省令第１５号） 

第２条の３（適正な手続の確保）  

 保険医療機関は、その担当する療養の給付に関し、厚生労働大臣又は地方厚生局長若しく

は地方厚生支局長に対する申請、届出等に係る手続及び療養の給付に関する費用の請求に係

る手続を適正に行わなければならない。  

 

第２条の４（健康保険事業の健全な運営の確保） 

 保険医療機関は、その担当する療養の給付に関し、健康保険事業の健全な運営を損なうこ

とのないよう努めなければならない。 

 

第５条（一部負担金等の受領）  

 保険医療機関は、被保険者又は被保険者であつた者については法第７４条の規定による一

部負担金、法第８５条に規定する食事療養標準負担額（同条第２項の規定により算定した費

用の額が標準負担額に満たないときは、当該費用の額とする。以下単に「食事療養標準負担

額」という。）、法第８５条の２に規定する生活療養標準負担額（同条第二項 の規定により算

定した費用の額が生活療養標準負担額に満たないときは、当該費用の額とする。以下単に「生
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活療養標準負担額」という。）又は法第８６条の規定による療養（法第６３条第２項第１号に

規定する食事療養（以下「食事療養」という。）及び同項第二号 に規定する生活療養（以下

「生活療養」という。）を除く。）についての費用の額に法第７４条第１項各号に掲げる場合

の区分に応じ、同項各号に定める割合を乗じて得た額（食事療養を行った場合においては食

事療養標準負担額を加えた額とし、生活療養を行った場合においては生活療養標準負担額を

加えた額とする。）の支払を、被扶養者については法第７６条第２項、第８５条第２項、第  

８５条の２第２項又は第８６条第２項第１号の費用の額の算定の例により算定された費用の

額から法第１１０条の規定による家族療養費として支給される額に相当する額を控除した額

の支払を受けるものとする。  

２  保険医療機関は、食事療養に関し、当該療養に要する費用の範囲内において法第８５条第

２項又は第１１０条第３項の規定により算定した費用の額を超える金額の支払を、生活療養

に関し、当該療養に要する費用の範囲内において法第８５条の２第２項又は第１１０条第３

項の規定により算定した費用の額を超える金額の支払を、法第６３条第２項第３号に規定す

る評価療養（以下「評価療養」という。）又は同項第４号に規定する選定療養（以下「選定療

養」という。）に関し、当該療養に要する費用の範囲内において法第８６条第２項又は第   

１１０条第３項の規定により算定した費用の額を超える金額の支払を受けることができる。 

 

第９条（帳簿等の保存） 

   保険医療機関は、療養の給付の担当に関する帳簿及び書類その他の記録をその完結の日か

ら３年間保存しなければならない。ただし、患者の診療録にあっては、その完結の日から５

年間とする。 

 

第１９条の２（健康保険事業の健全な運営の確保） 

   保険医は、診療に当たっては、健康保険事業の健全な運営を損なう行為を行うことのない

よう努めなければならない。 

 

 第２２条（診療録の記載） 

   保険医は、患者の診療を行った場合には、遅滞なく、様式第１号又はこれに準ずる様式の

診療録に、当該診療に関し必要な事項を記載しなければならない。 

 

 第２３条の２（適正な費用の請求の確保） 

   保険医は、その行った診療に関する情報の提供等について、保険医療機関が行う療養の給

付に関する費用の請求が適正なものとなるよう努めなければならない。 

 

 

○国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

第４０条（保険医療機関等の責務）  

  保険医療機関若しくは保険薬局（以下「保険医療機関等」という。）又は保険医若しくは
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保険薬剤師（健康保険法第六十四条に規定する保険医又は保険薬剤師をいう。以下同じ。）

が、国民健康保険の療養の給付を担当し、又は国民健康保険の診療若しくは調剤に当たる場

合の準則については、同法第七十条第一項及び第七十二条第一項の規定による厚生労働省令

の例による。  

２ 略  

 

 

○高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号） 

第６５条（保険医療機関等の責務）  

 保険医療機関等又は保険医等（健康保険法第六十四条に規定する保険医又は保険薬剤師を

いう。以下同じ。）は、第七十一条第一項の療養の給付の取扱い及び担当に関する基準に従

い、後期高齢者医療の療養の給付を取り扱い、又は担当しなければならない。  

 

 

○高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に

関する基準（昭和５８年厚生省告示第１４号） 

第２条の３（適正な手続の確保） 

 保険医療機関は、その取り扱う療養の給付及び保険外併用療養費に係る療養に関し、厚生

労働大臣に対する必要な申請、届出その他の手続並びに療養の給付及び保険外併用療養費に

係る療養に要する費用の請求に係る手続を適正に行わなければならない。  

 

 

第２条の４（後期高齢者医療制度の健全な運営の確保）  

 保険医療機関は、その取り扱う療養の給付及び保険外併用療養費に係る療養に関し、後期

高齢者医療制度の健全な運営を損なうことのないよう努めなければならない。  

 

第５条（一部負担金の受領等） 

 保険医療機関は、法第６７条の規定による一部負担金及び法第７４条第２項の規定する食

事療養標準負担額（同項の規定により算定した費用の額が食事療養標準負担額に満たないと

きは、当該費用の額とする。以下単に「食事療養標準負担額」という。）及び法第７５条第２

項に規定する生活療養標準負担額（同項の規定により算定した費用の額が生活療養標準負担

額に満たないときは、当該費用の額とする。以下単に「生活療養標準負担額」という。）の支

払を受けるものとする。 

 ２ 保険医療機関は、法第６４条第２項第１号に規定する食事療養（以下「食事療養」という。）

に関し、当該療養に要する費用の範囲内において法第７４条第２項の規定により算定した費

用の額を超える金額の支払いを、法第６４条第２項第２号に規定する生活療養（以下「生活

療養」という。）に関し、当該療養に要する費用の範囲内において法第７５条第２項の規定に

より算定した費用の額を超える金額の支払を、法第６４条第２項第３号に規定する評価療養
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（以下｢評価療養｣という。）又は同項第４号に規定する選定療養（以下｢選定療養｣という。）

に関し、当該費用に要する費用の範囲内において法第７６条第２項に規定する保険外併用療

養費算定額を超える金額の支払を受けることができる。 

３  保険医療機関は、厚生労働大臣が指定する保険医療機関の病棟における療養の給付及び保

険外併用療養費に係る療養に関して前２項の規定による支払を受けようとする場合において、

当該療養の給付及び保険外併用療養費に係る療養を行うに当たり、あらかじめ、患者に対し

その受領方法に関して説明を行わなければならない。 

 

第９条（帳簿等の保存） 

   保険医療機関は、療養の給付及び保険外併用療養費に係る療養の取扱いに関する帳簿及び

書類その他の記録をその完結の日から３年間保存しなければならない。ただし、患者の診療

録にあっては、その完結の日から５年間とする。 

 

 

第１９条の２（後期高齢者医療制度の健全な運営の確保） 

  保険医は、診療に当たっては、後期高齢者医療制度の健全な運営を損なう行為を行うこと

のないよう努めなければならない。 

 

第２２条（診療録の記載） 

保険医は、患者の診療を行った場合には、健康保険の例により、遅滞なく、診療録に当該

診療に関し必要な事項を記載しなければならない。 

 

 

第２３条の２（適正な費用の請求の確保） 

  保険医は、その行った診療に関する情報の提供等について、保険医療機関が取り扱う療養

の給付及び保険外併用療養費に関する療養に要する費用の請求が適正なものとなるよう努め

なければならない。 

 

 

○保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について（平成７年１２月２２日保発

第 117 号） 

「監査要綱」 

第３ 監査対象となる保険医療機関等の選定基準 

  監査は、次のいずれかに該当する場合に、地方厚生（支）局及び都道府県又は厚生労働省

並びに地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うものとする。 

  １ 診療内容に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があるとき。 

  ２ 診療報酬の請求に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があるとき。 

  ３ 度重なる個別指導（「指導大綱」に定める「個別指導」をいう。以下同じ。）によって
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も診療内容又は診療報酬の請求に改善が見られないとき。 

 ４ 正当な理由がなく個別指導を拒否したとき。 

  

第６ 監査後の措置 

  １ 行政上の措置 

    行政上の措置は、健康保険法第８０条の規定に基づく保険医療機関等の指定の取消、同

法第８１条の規定に基づく保険医等の登録の取消(以下｢取消処分｣という｡)並びに保険医

療機関等及び保険医等に対する戒告及び注意とし、不正又は不当の事案の内容により、次

の基準によって行う。 

  （１） 取消処分 

      地方厚生(支)局長は、保険医療機関等又は保険医等が次のいずれか１つに該当する

ときには、当該地方厚生(支)局に置かれる地方社会保険医療協議会に諮問して、取消

処分を行う。 

      なお、地方厚生(支)局長は、地方社会保険医療協議会へ諮問する前に、関係資料を

添えて厚生労働省保険局長に内議を行う。 

     ① 故意に不正又は不当な診療を行ったもの。 

     ② 故意に不正又は不当な診療報酬の請求を行ったもの。 

     ③ 重大な過失により、不正又は不当な診療をしばしば行ったもの。 

     ④ 重大な過失により、不正又は不当な診療報酬の請求をしばしば行ったもの。 

  （２）及び（３）略 

 

 ２～５ 略 

 

○元保険医療機関等及び元保険医等の取消相当の取扱いについて（平成２１年４月 

１３日保医発第 0413001 号） 

１ 地方社会保険医療協議会の建議について 

指定の辞退届及び登録の抹消申出書の提出により行えなくなった保険医療機関等及び保険 

医等に対する「保険医療機関等の指定の取消」及び「保険医等の登録の取消」の対応につい 

て、地方社会保険医療協議会にて審議のうえ建議をいただく。 

 ２ 「取消相当」である旨の意思決定等について 

 （１）地方社会保険医療協議会の建議を受けて、地方厚生（支）局として、「取消相当」である 

旨の意思決定を行う。 

 （２）元保険医療機関等及び元保険医等への通知 

意思決定後速やかに元保険医療機関等及び元保険医等に対し、「取消相当」の取扱いとし

た旨の通知を行う。 

 （３）各地方厚生（支）局への連絡 

当該案件に係る元保険医療機関等及び元保険医等に対して「取消相当」の取扱いとした

旨の情報提供を各地方厚生(支）局に対し行う。 
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 （４）公表 

（２）の通知が元保険医療機関等及び元保険医等に到達した後に不正請求の事実等につい 

て公表を行う。 

 ３ 取消相当の取扱いとされた元保険医療機関等及び元保険医等から再指定又は再登録の申請 

等があった場合の取扱いについて 

   「取消相当」となった日から５年を経過するまでの間に、再指定又は再登録の申請等があ 

った場合は、健康保険法第６５条第３項第６号又は第７１条第２項第４号に該当するものと 

して取扱う。 

 

 

 

 

○行政手続法（平成５年法律第８８号） 

第１３条（不利益処分をしようとする場合の手続）  

 行政庁は、不利益処分をしようとする場合には、次の各号の区分に従い、この章の定める

ところにより、当該不利益処分の名あて人となるべき者について、当該各号に定める意見陳

述のための手続を執らなければならない。  

一  次のいずれかに該当するとき 聴聞  

イ 許認可等を取り消す不利益処分をしようとするとき。 

ロ イに規定するもののほか、名あて人の資格又は地位を直接にはく奪する不利益処分

をしようとするとき。 

ハ 名あて人が法人である場合におけるその役員の解任を命ずる不利益処分、名あて人

の業務に従事する者の解任を命ずる不利益処分又は名あて人の会員である者の除名を

命ずる不利益処分をしようとするとき。 

ニ イからハまでに掲げる場合以外の場合であって行政庁が相当と認めるとき。 

二  前号イからニまでのいずれにも該当しないとき 弁明の機会の付与  

２  略 

 

第２０条（聴聞の期日における審理の方式） 

１～４ 略 

５ 主宰者は、当事者又は参加人の一部が出頭しないときであっても、聴聞の期日における

審理を行うことができる。  

６ 略  

 

第２１条（陳述書等の提出） 

当事者又は参加人は、聴聞の期日への出頭に代えて、主宰者に対し、聴聞の期日までに陳

述書及び証拠書類等を提出することができる。  

２  略 


